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(1) 不登校児童生徒数の推移（国公私立小中合計） （単位：人）
29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 増減
1,020 1,110 1,153 1,226 1,554 328

12.1 13.5 14.3 15.6 20.1 4.5

144,031 164,528 181,272 196,127 244,940 48,813

14.7 16.9 18.8 20.5 25.7 5.2

(2) 小中学校種別の不登校児童生徒数の推移（国公私立合計） （単位：人）
29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 増減

児童数 219 249 278 344 428 84

1000人当たり 4.0 4.7 5.3 6.7 8.6 1.9

児童数 35,032 44,841 53,350 63,350 81,498 18,148

1000人当たり 5.4 7.0 8.3 10.0 13.0 3.0

生徒数 801 861 875 882 1,126 244

1000人当たり 26.9 30.1 31.2 31.9 41.1 9.2

生徒数 108,999 119,687 127,922 132,777 163,442 30,665

1000人当たり 32.5 36.5 39.4 40.9 50.0 9.1

全国
1000人当たり

児童生徒数

児童生徒数
年度

山形
1000人当たり

年度

山形

全国

中
学
校

小
学
校

山形

全国

【教育委員会コメント】
　全国的にも小中学校の不登校児童生徒数が増加している中、本県においても、1000人当たり
の人数は全国を下回っているものの、増加傾向が続いています。
　感染防止対策により、体調不良等をきっかけに登校しない児童生徒が増え、学校が積極的に
登校を促せなかったことが要因の一つとして考えられます。また、行事等の制限や、予定の急
変も増えたため、児童生徒が生活リズムをつかみにくい状況もあったと考えられます。
　いじめへの対応と同様に、「居場所づくり」「絆づくり」を進めるとともに、学校へのス
クールカウンセラーの配置や、市町村教育委員会へのスクールソーシャルワーカーの配置をす
すめるなど、教育相談体制に係る支援を行ってまいります。
　また、「不登校児童生徒の自立支援ネットワーク構築推進会議」において、不登校児童生徒
に関わる学校、教育委員会、民間団体等の関係機関の連携を深め、子どもに寄りそった支援が
できる環境づくりに努めてまいります。

３　小中学校の不登校について

※「不登校」の定義
30日以上欠席した児童生徒のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・ 背景により、児童生徒が登
校しない、あるいはしたくともできない状況にある者。（ただし、「病気」や「経済的理由」「新型コロナウイルス感染回避」によ
る者を除く）
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29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度

不登校児童生徒数の推移（国公私立小中合計）

山形：不登校児童生徒数

山形：1000人当たり人数

全国：1000人当たり人数
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

8

38.9% 38.9%

77.4% 72.2% 77.8%

ＰＴＡや保護者会等が中心になって、子どもをいじめから守る
取組がなされているか。 51.1% 60.1% 53.7% 64.6% 45.3% 39.6%

“いじめ・非行をなくそう”山形県民運動に関わり、市町村及
び学区内の関係団体と連携した取組がなされているか。 83.3% 94.5% 92.6% 93.8% 77.4%

R3 R2

72.2% 72.2%

5 家庭・地域社会との連携
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

R3 R2

ペアレンタルコントロールやネットパトロール等の協力をお願
いする等、学校と家庭が連携した取組がなされているか。 79.4% 71.4% 89.5% 84.4% 84.9% 67.9%

R3 R2 R3 R2

パソコンやスマートフォン・携帯電話等のＩＴ機器の活用にあ
たり、情報モラルに関する内容を指導計画に位置付けて実施し
ているか。

90.6% 97.1% 96.8% 99.0% 96.2% 94.3% 72.2% 72.2%

4 ネット上のいじめ対策
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

R3 R2 R3 R2 R3 R2 R3 R2

いじめが発生した場合、組織体制で事実確認等の調査から解消まで
しっかりと取り組み、保護者にも丁寧に説明しながら理解を求めるた
めのプロセスを共有する工夫（記録・連絡等）を大切にしているか。

99.1% 100.0% 98.9% 100.0% 98.1% 96.2% 100.0% 100.0%

いじめを含め、気になる子どもについては、主任等はもとより
校長まで報告・相談する体制になっているか。 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

いじめを含め、気になる子どもについて、担任一人で抱え込む
ことなく、組織で対応する体制ができているか。

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

子どもが相談しやすいような環境づくり（生活ノートの活用、
定期的なアンケートの実施、相談窓口の設置等）をしている
か。

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

チェックリストの活用等による子ども理解や、いじめ対応に係
る教員の校内研修を実施しているか。

98.7% 99.6% 98.9% 99.0% 83.0% 86.8% 100.0% 100.0%

3 早期発見・適切な取組
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

R3 R2 R3 R2 R3 R2 R3 R2

児童や生徒が主体となったいじめ撲滅に向けた取組をしている
か。

75.1% 84.5% 85.3% 89.6% 86.8% 79.2% 50.0% 50.0%

互いが認め合える安心・安定した学級経営や子ども理解に基づ
くきめ細かな指導が行われているか。

99.1% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

自他の生命の尊さや人間としての生き方を大切にする「いのち
の教育」が、道徳教育等、全教育活動で実施されているか。

99.6% 100.0% 98.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

2 未然防止
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

R3 R2 R3 R2 R3 R2 R3 R2

学校評価の中で、いじめの状況や防止対策等についても評価を
行い、保護者等にも積極的に情報を提供しているか。

92.3% 98.3% 90.5% 95.8% 92.5% 94.3% 100.0% 100.0%

学校に設置した“いじめの防止等に関する措置を実効的に行う
ための組織”により、いじめの防止等に向けて組織的に対応す
ることができているか。

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0% 100.0% 100.0%

“学校におけるいじめ防止等の基本的方針”に基づき、計画
的・実効的にいじめの防止等に取り組み、改善が図られている
か。

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

国の「いじめの防止等のための基本的な方針」に示されている
“いじめの定義”が全教職員に理解され、積極的にいじめを認知
し、適切に対応するよう指導しているか。

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0% 100.0%

資料２－１(全体)令和３年度いじめの防止等に係る取組「点検表」

令和３年度　いじめの防止等に係る取組状況の調査結果について
１　できている　　２　できていない（見直し・改善の必要性ありも含む）

R3 R2 R3 R2 R3 R2

数値は、各質問に「１」と回答した学校の割合

1 いじめ防止等の基本体制
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

R3 R2
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（１）生徒指導担当者会等の開催

〇いじめの認知、解消状況、態様等の分析 
〇外部専門家（スクールカウンセラー、スクールソ
ーシャルワーカー等）や関係機関との連携 

〇地区連絡協議会での指導内容の確認 
〇各学校での情報共有と事案対応に関する共通理解

（２）教育相談員等の研修会の開催
〇教育相談員等の資質向上のためのネットいじめ
に関する事例等を扱った講義や演習 

（３）魅力ある学校づくり調査研究

〇推進地域連絡協議会の開催による「居場所づくり」
「絆づくり」の成果の普及 

（４）いじめ防止等に係る教員の研修
〇小中学校教員を対象とした「思いやりの心」やいじ
めの未然防止に係る研修の実施 

〇中・高等学校（私立含む）の教員に対する部活動内
でのいじめ防止等に向けた研修の実施 

（１）「思いやりの心」等の育成 
〇道徳の授業でのロールプレイ等を通した、相手の気持ちを考え
る教育の充実 

（２）情報モラル教育の推進
〇全県の教育相談員等研修会における、専門家を招いての情報セキュリ
ティを含む情報モラル教育の研修実施 

〇各地区のいじめ・不登校防止連絡協議会における県警本部サイバー犯
罪対策課からのネット端末利用の危険性とモラルについての講義 

〇各学校での各教育事務所の青少年指導担当（警察ＯＢ）及びエリアス
クールソーシャルワーカーによる、情報モラル教育に関する訪問指導 

〇警察や携帯電話販売会社と連携した、スマートフォンやＳＮＳの使い
方等の指導の実施 

〇家庭でのメディアの適切な利用に向けた研修会の実施等、ＰＴＡ等と
連携した取組みの強化 

〇一人一台端末のＩＤやパスワードの管理を含めたアカウント利用に
ついての指導の徹底 

（３）児童生徒の「居場所づくり」「絆づくり」
〇各地区での研修会等の実施による、多様な考え方が認められる授業づ
くり、一人ひとりに活躍の場がある環境づくりの充実（居場所づくり） 

〇児童会・生徒会活動を中心とした運動の展開（絆づくり） 
〇思いやり・繋がりを大切にしたボランティア活動等の推進（絆づくり） 

（４）“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動の実施 
〇各地区青少年育成連絡協議会が中心となった街頭運動、啓発活
動等の実施 

重点２ 早期発見・早期対応

いじめの防止等に向けた今後の取組み

重点３ 適切な対応 重点１ 未然防止 

〇全ての児童生徒が安心できる心の居場所となる学校を目指した「居場

所づくり」、絆を深め合える場として生活できる学校を目指した「絆づ

くり」を推進することで、いじめ等の未然防止の取組みを充実させる

必要がある。 

〇パソコンや携帯電話等を介したい

じめが全体では減少したが、イン

ターネットを介したトラブルも発

生している。ＩＣＴ機器の所持の

増加に伴い、児童生徒への指導と

ともに、ＰＴＡ等と一体となった

情報モラル教育の充実が必要であ

る。

現
状
と
課
題

T
o

K
a

取

組

み

T
o

K
a

（１）スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の活用
〇スクールカウンセラーの配置校の拡充(R3 83校 → R4 88校)
〇児童生徒の支援に係る心理的、福祉的な観点からの助言・支援
〇各教育事務所のエリアスクールソーシャルワーカー、青少年指
導担当（警察ＯＢ）による、いじめ未然防止に関する児童生徒、
保護者への啓発 

（２）いじめや悩みの兆候を把握する仕組みや発見ツールの活用
〇県教育委員会作成の教職員用・家庭用「いじめ早期発見のため
のチェックリスト」（ネットいじめ含む）の活用 

〇職員や保護者、児童生徒の気付きを促すいじめ発見調査アンケ
ート等の活用 

〇いじめ防止に関するハンドブックの活用 
〇「いじめを許さない・見逃さないためのリーフレット」の活用 

（３）児童生徒や保護者が相談しやすい環境づくり
〇24時間対応のいじめに関する電話・メールでの相談の実施 
〇各学校を通したチラシやカードの配布による相談窓口の周知拡
大 

〇県立高校におけるＳＮＳ相談の実施(７月～９月) 

いじめは どの子 にも どの学校 にも起こりうるものであるという教職員の共通認識のもと、いじめの未然防止・早期発見及び、いじめの積極的な認知と 
いじめの解消に向けて、教職員の研修を充実させるとともに、スクールカウンセラー等の外部専門家とのチームによる組織的かつ迅速な相談や対応に取り組む。 

（１）学校のいじめ防止基本方針の見直し
〇各地区のいじめ未然防止連絡協議会等における、各学校の
いじめ防止等に向けた基本方針の見直し・点検 

（２）教職員間の情報共有、組織的対応の徹底
〇校長のリーダーシップのもと、組織として正確に情報を把
握し、迅速かつ丁寧な対応を徹底 

〇学校として把握した情報や対応について、小中・中高で情
報共有し、継続的な支援や指導の実施 

（３）ＰＤＣＡサイクルの確立
〇点検、評価、改善のサイクルによる実効的な取組みの推進 
〇アンケートやチェックリスト、面談結果の整理と共有、組
織的な活用等、ＰＤＣＡサイクルの強化 

（４）市町村教育委員会、学校の体制整備への支援
〇重大事態発生時に備えた体制整備 
〇エリアスクールソーシャルワーカー、青少年指導担当等に
よるいじめの防止、解決等に向けた取組みへの支援（いじ
め解決支援チーム） 

〇学校が専門的な助言を必要とする場合や緊急事態が発生
した場合などに、エリアカウンセラーや指導主事を派遣
し、児童生徒や保護者、教職員を支援 

教職員等の資質の向上 

（１）スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の活用
（２）エリアカウンセラー等の派遣
（３）教育事務所を中心とした「いじめ解決支援チーム」による支援
〇学校だけで対応が難しいいじめの問題等が発生した小中学校に必要な人員を派遣し、解決や複雑な

課題をもつ児童生徒を支援 
（４）学校のいじめ防止等の対策のための組織への支援
〇高等学校において学校が、心理・福祉の専門家やＰＴＡ・学校評議員を加えた「いじめ防止等の対

策のための組織」を置くための助言や支援を実施 

外部専門家との組織的かつ迅速な相談・対応 

〇総務省による勧告を踏まえた通知（H30.3）等により、各学校では、

入学式や保護者総会等で、児童生徒及び保護者に対して、学校の基

本方針やいじめの定義等の周知を丁寧に行っている。 

〇1000人あたりの認知件数が全国で最 

も多かった。発見のきっかけとして、 

「アンケート調査等学校の取組みに 

より発見」が最も多くなっている。県独自アンケートを実施している

自治体は数県しかなく、保護者を対象にアンケート調査を行っている

のは本県のみとなっている。いじめ発見アンケートとその結果を用い

た面談等の実施により、積極的な認知が進んでいる。 

〇いじめの初期段階での認知につなげるため、児童生徒や保護者が日常

的に悩みを相談できる体制を整備する必要がある。 

〇ネット上のいじめやコロナに関する差別・偏見が心配され、 状況
に合った取組みを展開するため、学校におけるいじめ防止基本方
針を見直すなど、ＰＤＣＡサイクルを機能させる必要がある。 

〇いじめの解消に向けて、一人ひとりに
寄り添って対応し、解消後においても
継続的に指導・支援していくことが必
要である。また、解消していない事案
は、次年度以降も引き続き、解消に向
けて取り組み、全事案について解消に
努めていく。 

〇重大事態の発生に備え、市町村教育委員会に対して条例による附
属機関設置を働き掛けていく。（R４.10末現在、33市町村設置済） 

〇調査やアンケート等を分析し、未然防止や適切な対応等に活かす必要がある。 

いじめの発見のきっかけがアンケート調査等学校

の取組みによる割合（％） 

 H30年度1期 R1年度1期 R2年度1期 R３年度1期 R４年度１期

68.0 67.9 77.3 75.3 78.8

認知したいじめのうち、パソコンや携帯電話等で、

誹謗中傷やいやなことをされた件数（件）

97
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h30年度1期 R1年度1期 R2年度1期 R3年度1期 R4年度１期

いじめの解消状況（追跡調査：各年度認知

分の令和３年度末の状況）【公立全校種】

（％） 
R１ R２
99.9 99.6
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